
告 示

�愛媛県告示第１２９号
愛媛県青少年保護条例（昭和４２年愛媛県条例第２０号）第５条第２項の規定に基づき、次の図書類等を青少年の健全な育成を阻害するおそ

れのある図書類等として指定する。

令和２年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

図書類等

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

種 別 番 号 名 称 号別又は発行
年月日 発 行 者 指 定 の 理 由

図 書 ０１‐００１ 月間ＳＯＦＴ ＤＥＭＡＮＤ ２０２０年１月４日
発行

ソフト・オン・デマンド株
式会社 著しく性的感情を刺激し、青少年

の健全な育成を阻害するおそれが

ある。〃 ０１‐００２ め・き・ら ２０２０年２月１日
発行 株式会社ブレインハウス

〃 ０１‐００３ ２０２０ＴＯＫＹＯ不倫ピック ２０２０年２月５日
発行 マイウェイ出版株式会社

〃 ０１‐００４ ｃｏｍｉｃ快楽天ＢＥＡＳＴ２ ２０２０年１月１４日
発行 ワ ニ マ ガ ジ ン 社

〃 ０１‐００５ ニャン２倶楽部 ２０２０年３月号 マイウェイ出版株式会社

〃 ０１‐００６ 禁断性愛家族 ２０２０年１月４日
発行 株 式 会 社 サ ン デ ー 社

〃 ０１‐００７ 痴漢マン淫電車 ２０１９年１０月１０日
発行 マイウェイ出版株式会社

〃 ０１‐００８ 裏ネタＪＡＣＫ ２０１９年１２月１９日
発行 株式会社ダイアプレス

〃 ０１‐００９ 菅能愛体験ＤＸ ２０２０年２月１日
発行 株式会社ブレインハウス

毎週（火・金）曜日発行 第７９号 令和２年２月１４日

令和２年２月１４日金曜日 第７９号

愛 媛 県 報

７８
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�愛媛県告示第１３０号
令和２年２月４日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

令和２年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

小 池 和 成 愛媛県松山市 愛媛県松山市門田町
丙１７５番ほか１筆 １１，３７４

２ 認可年月日

令和２年２月５日

�������
�愛媛県告示第１３１号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の３第３項の規定により公告する。

令和２年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１３２号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

令和２年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１３３号
保安林の指定施業要件を変更する件（令和元年１０月農林水産省告

示第１０７５号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の

内容を�万高原町役場の掲示場に掲示するとともに、次のとおりそ
の要旨を告示する。

令和２年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び不分明又は所

在が不分明である通知の相手方

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

上浮穴郡�万高原町（次の図に示す部分に限る。）
イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び�万高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

〃 ０１‐０１０ ＪＳロリータ ２０２０年２月１０日
発行 株式会社ブレインハウス

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ほ場整備事業 高田地区（西条
市） 平成２９年３月６日

農業用用排水施設整備事業 道前釡之口下地区
（西条市） 平成３１年３月５日

ため池等整備事業 善丈地区（西条
市） 令和元年１０月３０日

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

令和８
年３月
１７日

愛媛県
第１２５９
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

１０粉状
苦土炭
酸石灰

アルカ
リ分
５３．０
可溶性
苦土
１０．０

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

株式会社研農
高知県高知市百
石町二丁目２５番
２０号

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡美川村黒藤川３５７０番
地
上 西 大

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡中津村大字�主９３４
番地
掛 水 秋 盛

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

神奈川県藤沢市鵠沼桜が岡一
丁目８－１４
� 岸 泰

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡美川村黒藤川３５７２番
地
長崎農事實行組合

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡中津村大字黒藤川１９
７番戸
西 田 夏 代

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡中津村大字�主１３２５
番地
西 森 清

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字中津２０８０
番地
松 本 吉 一

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡中津村大字黒藤川４０
番地１
無限責任�主第弐負債整理組
合

抵当権者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡中津村大字黒藤川４０
番地１
無限責任�主第一負債整理組
合

抵当権者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字中津４０００
番地
山 内 清

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

松山市今在家町４４２番地

山 田 豊 子
森林所有者

愛 媛 県 報令和２年２月１４日 第７９号

７９
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�愛媛県告示第１３６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

三崎町土地改良区の定款の変更を認可した。

令和２年２月１４日

愛媛県南予地方局長 大 北 秀

�������
�愛媛県告示第１３８号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和２年２月１４日

愛媛県南予地方局長 大 北 秀

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和２年２月５日

３ 指定道路の位置

�愛媛県告示第１３４号
漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条第１項

の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同政令第５条第３項の規定により、１のとおり公示し、及び２のとおり指定漁船

調書を縦覧に供する。

令和２年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出事項

（南予地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

宇和島市津島町高田甲１３７－２

西 村 孝 俊

宇和島市津島町近家乙１４７－２１

山 口 正 純

宇和島市津島町近家甲２０９－９２

魚 下 誠
岩 松 岩松漁業協同組合

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

令和２年２月１４日から２月２８日まで

� 縦覧場所

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ当該右欄に掲げる場所

南予地 方 局 管 内 の 加 入 区 南予地方局産業経済部水産課

�愛媛県告示第１３５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和２年２月１４日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

�愛媛県告示第１３７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

元中局建（開）第４３号

令和２年２月４日

伊予郡砥部町拾町１６６番、１６７番１、１６７番３、１６７番６、１６８番３、１６９番７、

１６９番８、１７２番１、１６９番７地先里道・水路

松山市井門町３７３番地１

株式会社 上浮穴産業

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 節安下鍵山線
北宇和郡鬼北町大字父野川中１４９番２から

同大字８５番２まで
令和２年２月１４日

愛 媛 県 報令和２年２月１４日 第７９号
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公 告

大洲市田口字西山根甲２１６０番１の一部、甲２１６０番４の一部、甲

２１６０番４地先水路

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３３．５３メートル

� 幅員 ４．８０メートル

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和２年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

広報紙の印刷及び配布業務の委託

� 委託業務名及び数量

広報紙の印刷及び新聞折り込み業務、一式

� 委託業務の内容等

仕様書による。

� 委託期間

契約締結の日から令和３年３月３１日まで

� 委託業務に係る成果品の納入場所

仕様書による。

� 入札方法

入札金額は、一部当たりの単価とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２９・３０・３１年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、かつ「特定調

達参加希望」の登録をしている業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の印刷及び新聞折り込み業務の実績を有し、

委託業務について、適切に履行し得る体制が整備されているこ

とを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県企画振興部政策企画局広報広聴課広報係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２４１

� 入札書の受領期限

開札の日時に開札の場所へ持参して提出するか、又は令和２

年３月３０日（月）午前１０時００分まで（必着）に�に掲げる場所
に郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法

律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便

事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による

同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるも

の。以下「郵便等」という。）により提出すること。

� 入札説明書の交付方法

ア �に掲げる場所で交付する。
イ 交付期間

公告の日から令和２年３月１３日（金）まで。ただし、執務

時間中（土曜日、日曜日及び祝日を除く午前８時３０分から午

後５時１５分までをいう。以下同じ。）に限る。

� 開札の日時及び場所

令和２年３月３０日（月）午後２時３０分

愛媛県庁第二別館５階第４会議室

� 入札書の提出方法

持参又は郵便等により提出すること。電送による提出は認め

ない。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認

申請書（以下「確認申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 確認申請書の受領期限

令和２年３月１３日（金）午後５時１５分までに、３の�に掲
げる場所へ持参して提出、又は郵送すること。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落

札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：Printing

a monthly newsletter and inserting it into newspapers，１ set

� Time limit of tender：２：３０ p．m．，３０March２０２０

（tenders submitted by mail：１０：００ a．m．，３０March２０２０）

� For further information，please contact： Public Relations

Section，Public Relations Division，Policy and Planning

Subdepartment，Planning and Development Department，

Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan
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監 査 公 表

Tel０８９―９１２―２２４１

�公表第２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

令和２年２月１４日

愛媛県監査委員 本 田 和 良

同 永 井 一 平

同 越 智 忍

同 毛 利 修 三

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

学 校 法 人 新 田 学 園 令和元年１１月２５日

学 校 法 人 挿 桃 学 園 〃

学 校 法 人 大 町 幼 稚 園 〃

宇 和 島 自 動 車 株 式 会 社 〃

マレーシア・バトミントンチームえひ
めキャンプ実行委員会 〃

一般社団法人えひめ産業資源循環協会 〃

一般社団法人愛媛県歯科医師会 〃

Ｇ２０愛媛・松山労働雇用大臣会合推進
協議会 〃

新 居 浜 商 工 会 議 所 〃

一般社団法人愛媛県観光物産協会 〃

愛 南 町 〃

東 宇 和 農 業 協 同 組 合 〃

松 山 流 域 森 林 組 合 〃

� 万 高 原 町 〃

八 幡 浜 市 〃

社 会 福 祉 法 人 す い よ う 会 〃

社 会 福 祉 法 人 悠 々 会 〃

社 会 福 祉 法 人 愛 寿 会 〃

株 式 会 社 ウ イ ン 令和元年１２月１７日

公益財団法人愛媛県国際交流協会 令和元年１２月２０日

社会福祉法人愛媛県社会福祉事業団 〃

（監査の結果）

平成３０年度において実施された上記団体に対する次の補助金等に係る

出納その他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね

良好と認められた。

事 業 主 体 補助金等の
名 称 補助対象事業等 補 助 対 象

事 業 費 等 補助金額等

学校法人
新 田 学 園

平成３０年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

新田高等学校の
運営費

１，０８９，
６０３，３２８円

５３９，
２８７，０００円

〃 〃 新田青雲中等教
育学校の運営費

３５３，
２８１，２４０円

１５１，
７７８，０００円

〃 平成３０年度
愛媛県私立
高等学校授
業料減免事
業補助金

低所得世帯の授
業料軽減補助
（新田高等学校）

１０，
０００，６００円

１０，
０００，６００円

〃 〃 低所得世帯の授
業料軽減補助
（新田青雲中等
教育学校）

１，
１７１，８００円

１，
１７１，８００円

〃 平成３０年度
愛媛県私立
中学校等授
業料軽減実
証事業費補
助金

低所得世帯の授
業料軽減及び実
証事業運営費
（新田青雲中等
教育学校）

１，
４０４，２６６円

１，
４０４，２６６円

学校法人
挿 桃 学 園

平成３０年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

桃山幼稚園の運
営費

１３０，
５２３，８３８円

６４，
２８９，０００円

〃 〃 番町幼稚園の運
営費

１７１，
６６０，６４６円

９５，
４４５，０００円

〃 平成３０年度
愛媛県私立
幼稚園等子
育て総合支
援事業補助
金

桃山幼稚園の子
育て相談事業等

９，
８８８，４６７円

１，
７６０，０００円

〃 〃 番町幼稚園の子
育て相談事業等

１０，
２３４，８１７円

１，
３１０，０００円

学校法人
大 町 幼 稚 園

平成３０年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

大町幼稚園の運
営費

３６，
４９３，９７０円

１３，
０１２，０００円

〃 平成３０年度
愛媛県私立
幼稚園等子
育て総合支
援事業補助
金

大町幼稚園の子
育て相談事業等

１，
０９０，０００円

１，
０６０，０００円

宇和島自動車株
式会社

平成３０年度
愛媛県バス
運行対策費
補助金

路線維持費補助
金

１２０，
６２１，０００円

６０，
３１０，０００円

〃 〃 車両減価償却費
等補助金

５８，
３７３，０００円

２９，
１８６，０００円

マレーシア・バ
トミントンチー
ムえひめキャン
プ実行委員会

平成３０年度
マ レ ー シ
ア・バトミ
ントンチー
ムえひめキ
ャンプ実行
委員会負担
金

マレーシア・バ
トミントンチー
ムえひめキャン
プ実行委員会運
営費

１１，
６２２，１７４円

８，
４８６，０００円

一般社団法人
えひめ産業資源
循環協会

平成３０年度
愛媛県産業
廃棄物処理
業資源循環
促進支援事
業費補助金

３Ｒシステム事
業化促進支援等

１８，
８９６，９９１円

１８，
０３１，３６０円

一般社団法人
愛媛県歯科医師
会

平成３０年度
愛媛県在宅
歯科医療連
携室整備事
業費補助金

在宅歯科医療連
携室整備事業運
営費

５８，
０５３，９８４円

５８，
０５３，０００円

〃 平成３０年度
歯科医療従
事者等人材
養成事業費
補助金

歯科医療従事者
等人材養成事業
運営費

３，
０２６，４５６円

３，
０２６，０００円

〃 平成３０年度
愛媛県歯科
衛生士修学
支援事業費
補助金

歯科衛生士修学
支援事業運営費

４２，
８３０，４３１円

４１，
３２０，０００円

〃 平成３０年度
愛媛県在宅
歯科医療支
援センター
運営支援事
業費補助金

在宅歯科医療支
援センター運営
支援事業運営費

１８，
１６７，０４６円

１８，
１６７，０００円
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�公表第３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

令和２年２月１４日

愛媛県監査委員 本 田 和 良

同 永 井 一 平

同 越 智 忍

同 毛 利 修 三

〃 平成３０年度
愛媛県歯科
衛生士復職
支援等研修
事業費補助
金

歯科衛生士復職
支援等研修事業
運営費

６，
１３４，５８８円

６，
１３４，０００円

〃 平成３０年度
愛媛県介護
人材研修等
支援事業費
補助金

介護人材研修等
支援事業運営費

４，
０５６，０９９円

４，
０５６，０００円

Ｇ２０愛媛・松山
労働雇用大臣会
合推進協議会

平成３０年度
Ｇ２０愛媛・
松山労働雇
用大臣会合
推進協議会
負担金

Ｇ２０愛媛・松山
労働雇用大臣会
合推進協議会運
営

３０，
４６８，０８０円

１３，
４１５，４８０円

新居浜商工会議
所

平成３０年度
小規模事業
経営支援事
業費補助金

経営改善普及事
業等

６０，
９９４，２５２円

５０，
２７６，５６６円

一般社団法人
愛媛県観光物産
協会

平成３０年度
愛媛ＤＭＯ
運営補助金

愛媛ＤＭＯ運営 ３，
８３１，０００円

３，
８３１，０００円

〃 平成３０年度
愛媛県観光
事業振興助
成金

国際・国内観光
振興事業

１６，
９１０，０００円

１６，
９１０，０００円

愛 南 町 平成３０年度
有害鳥獣総
合捕獲事業
費補助金

鳥獣捕獲者への
奨励金交付

１７，
７３２，５００円

４，
８１８，０００円

〃 平成３０年度
意欲ある愛
媛の畜産担
い手応援事
業費補助金

畜産担い手の畜
産関連施設整備
支援

４５，
３６０，０００円

５，
０００，０００円

〃 平成３０年度
伊予の媛貴
海養殖生産
支援事業費
補助金

実証実験取組み
漁協等への支援

３２，
２３０，９７３円

９，
６４８，０００円

東宇和農業協同
組合

平成３０年度
愛媛あかね
和牛産地化
支援事業費
補助金

愛媛あかね和牛
産地化支援事業

３１，
９００，４６０円

１２，
７６９，５００円

松山流域森林組
合

平成３０年度
造林事業補
助金

森林環境保全直
接支援、環境林
整備

１７１，
５０２，３４０円

６８，
６００，９３６円

〃 平成３０年度
未整備森林
間伐事業費
補助金

公的森林整備 ３，
２２０，４８０円

３，
２００，０００円

〃 平成３０年度
造林事業補
助金（自伐
林家支援事
業）

自伐事業への補
助

２，
２７６，７７０円

２，
２７６，７７０円

� 万 高 原 町 平成３０年度
新ふるさと
づくり総合
支援事業費
補助金

地域づくり推進
事業

１１，
５１６，６４３円

５，
５８１，０００円

八 幡 浜 市 平成３０年度
新ふるさと
づくり総合
支援事業費
補助金

地域づくり推進
事業

７，
０４２，８８８円

３，
５２０，０００円

社会福祉法人
す い よ う 会

平成３０年度
愛媛県軽費
老人ホーム
事務費補助
金

ケアハウス白寿
の運営費

２８，
１７２，０３１円

２３，
５５８，０００円

社会福祉法人
悠 々 会

〃 ケアハウス吹揚
の運営費

２５，
６４４，８１６円

２０，
４１３，０００円

社会福祉法人
愛 寿 会

〃 ケアハウス伊予
あいじゅの運営
費

１６，
１３９，７９０円

１２，
５７９，０００円

株式会社
ウ イ ン

平成３０年度
愛媛県観光
集客力向上
支援事業費
補助金

県内の魅力ある
地域資源の設備
整備・広報

６，
４３２，３５０円

３，
２１６，０００円

公益財団法人
愛媛県国際交流
協会

平成３０年度
愛媛県外国
人支援・海
外連携推進
員設置事業
費補助金

外国人支援、海
外連携推進員設
置

５，
６９６，９５４円

１，
５００，０００円

〃 平成３０年度
愛媛県国際
交流センタ
ー仮移転費
補助金

国際交流センタ
ー仮移転経費補
助

３，
０００，０００円

３，
０００，０００円

社会福祉法人
愛媛県社会福祉
事業団

平成３０年度
愛媛県障が
い者スポー
ツ協会運営
事業費補助
金

愛媛県障がい者
スポーツ協会運
営費

１５，
８１３，６５６円

１２，
５２６，０００円

〃 平成３０年度
愛媛県パラ
トップアス
リート支援
費補助金

愛媛県パラトッ
プアスリート支
援

４，
８０９，０００円

４，
８０９，０００円

〃 平成３０年度
愛媛県次世
代パラアス
リート支援
費補助金

愛媛県次世代パ
ラアスリートの
育成・支援

１，
１３９，０００円

１，
１３９，０００円

〃 平成３０年度
愛媛県団体
競技チーム
マネージャ
ー設置支援
事業費補助
金

愛媛県団体競技
チームマネージ
ャー設置・支援

２，
０６９，０００円

２，
０６９，０００円

監 査 対 象 機 関
監 査 年 月 日

団 体 名 基 本 金 等

公益社団法人
愛媛県園芸振興基
金協会

設立
昭和４７年３月２７日

基本金額
１２１，９５４，０００円

県出捐額
４５，０４１，０００円

令和元年１２月１７日

公益財団法人
愛媛県文化振興財
団

設立
昭和５５年１２月２６日

基本金額
１，５１７，３００，０００円

県出捐額
１，２００，０００，０００円

〃
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�公表第４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

令和２年２月１４日

愛媛県監査委員 本 田 和 良

同 永 井 一 平

同 越 智 忍

同 毛 利 修 三

公 益 財 団 法 人 え ひ め 女 性 財 団 令和元年１２月２０日

社会福祉法人愛媛県社会福祉事業団 〃

伊 予 鉄 総 合 企 画 株 式 会 社 〃

コ ン ソ ー シ ア ム Ｇ Ｅ Ｎ Ｋ Ｉ 〃

公益財団法人愛媛県動物園協会 令和元年１２月２３日

特定非営利活動法人愛と心えひめ 〃

（監査委員の除斥）

公益財団法人愛媛県文化振興財団及び南レク株式会社に係る監査の実

施について、地方自治法第１９９条の２の規定により、永井一平監査委員

を除斥した。

（監査の結果）

平成３０年度において実施された公の施設の指定管理者に係る出納その

他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね良好と認

められた。

公 の 施 設 の
管 理 委 託 団 体 公 の 施 設 の 名 称 委 託 金 額

公益財団法人
愛 媛 県 文 化 振 興 財 団

愛媛県県民文化会館 ３２８，８６０，６００円

株式会社
ウ イ ン

愛媛県生活文化センター １３，０５５，０００円

〃 萬翠荘 １５，７０４，０００円

南 レ ク 株 式 会 社 南予レクリエーション都市
公園

３４７，２３８，０００円

公益財団法人
え ひ め 女 性 財 団

愛媛県男女共同参画センタ
ー

６３，５９３，６４０円

社会福祉法人
愛媛県社会福祉事業団

愛媛県立愛媛母子生活支援
センター

３７，２７２，０００円

〃 愛媛県身体障がい者福祉セ
ンター

５０，３３８，０００円

〃 愛媛県障がい者更生センタ
ー

３３，５３７，０００円

〃 愛媛県視聴覚福祉センター １０４，２７６，０００円

伊予鉄総合企画株式会社 愛媛県体験型環境学習セン
ター

１０，０７４，０００円

〃 えひめこどもの城 ２００，６７５，０００円

〃 愛媛県総合科学博物館 １７４，８５７，０００円

〃 愛媛県歴史文化博物館 １７６，９７７，０００円

コンソーシアムＧＥＮＫＩ 道後公園 ４９，７４２，０００円

公益財団法人
愛 媛 県 動 物 園 協 会

愛媛県立とべ動物園 ３４１，３８８，０００円

特定非営利活動法人
愛 と 心 え ひ め

愛媛県在宅介護研修センタ
ー

４４，４４９，０００円

南レク株式会社

設立
昭和４８年６月１４日

資本金額
４００，０００，０００円

県出資額
１０６，９３３，３３３円

令和元年１２月１８日

公益財団法人
伊方原子力広報セ
ンター

設立
昭和５８年４月１日

基本金額
６，０００，０００円

県出捐額
２，０００，０００円

〃

公益財団法人
愛媛県国際交流協
会

設立
平成元年４月１日

基本金額
１，５００，０００，０００円

県出捐額
１，０００，０００，０００円

令和元年１２月２０日

公益財団法人
えひめ女性財団

設立
平成３年４月１日

基本金額
１，０００，０００，０００円

県出捐額
１，０００，０００，０００円

〃

社会福祉法人
愛媛県社会福祉事
業団

設立
昭和４７年４月１日

基本金額
１０，０００，０００円

県出捐額
１０，０００，０００円

〃

公益財団法人
愛媛県動物園協会

設立
昭和６２年４月１日

基本金額
２０，０００，０００円

県出捐額
１０，０００，０００円

令和元年１２月２３日

（監査委員の除斥）

公益財団法人愛媛県文化振興財団及び南レク株式会社に係る監査の実

施について、地方自治法第１９９条の２の規定により、永井一平監査委員

を除斥した。

（監査の結果）

平成３０年度事業に係る出納その他の事務について、それぞれ監査を実

施したところ、おおむね良好と認められた。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

公益財団法人愛媛県文化振興財団 令和元年１２月１７日

株 式 会 社 ウ イ ン 〃

南 レ ク 株 式 会 社 令和元年１２月１８日

令和２年２月１４日 発行
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